
落札候補者に係る確認資料の提出について（提出方法・記入例）
（ＪＶ用）

１　確認資料等の提出について
　　「落札候補者通知書」を受領した者は公告に記載の要綱に基づき、一般競争入札参加資格等確認申請書、一般競争入札参加資格等確認資料（以下「確認資料」という。）及び確認資料の記載内容を証明するその他必要な資料（以下「添付資料」という。）を電子メール、ファイル転送サービス、郵便、信書便又は持参により提出すること。

　　提出先：〒330-9301　埼玉県さいたま市浦和区高砂3丁目15番1号 
            埼玉県総務部入札課  担当者　田中、矢嶋
ＴＥＬ　０４８－８３０－２７４３（直通）
e-mail　 a2720-04@pref.saitama.lg.jp


２　資料の作成方法
	○　電子メール又はファイル転送サービスで送る場合
	・「特定建設工事共同企業体協定書」及び「委任状」以外の確認資料等をPDFにし、ZIPファイルにまとめて送ってください。（次ページ「（電子版）資格審査書類の提出イメージ」参照。）
	・「特定建設工事共同企業体協定書」については写しが必要となりますので、委任状と併せて郵送又は信書便で提出してください。

（電子メールで送る場合）
	・メールの件名及び添付ファイル名を以下の通りにして、提出先アドレスまで送ってください。
　　
		メールの件名　：【入札参加申請書】○○建設（××工事）工事名
商号又は名称

		添付ファイル名：【入札参加申請書】○○建設（××工事）.zip商号又は名称
工事名


	　　　※メールを分割する場合は1/2、2/2など分割した本数を件名の最初に入れてください。

	・メール送付時には、お手数ですが電話にてご連絡をお願いします。
	・受け取れる容量はメール本文合わせて１０MBまでとなります。これを超える場合は、分割して送るか、ファイル転送サービスをご利用下さい。

（ファイル転送サービスを利用する場合）
	・ファイル転送サービスを利用したい旨を、電話にてご連絡下さい。連絡を受け取ったのち、資料の添付先を示したメールを送付します。
　・添付完了時には、お手数ですが電話にてご連絡をお願いします。
	・受け取れる容量は１GBまでとなります。




ＺＩＰファイル

※各ファイル名

01 共通提出資料①（添付資料目次、申請書、確認資料、各種誓約書等）
02 共通提出資料②（社会保険等に関する誓約書 様式第11号・12号）
【目次④】商業登記簿謄本の写し
【目次⑤】建設業許可申請書、専任技術者証明書の写し
【目次⑥】建設業許可の写し又は証明書
【目次⑦】総合評定値通知書、競争入札参加資格審査結果通知書の写し
【目次⑧】施工実績が確認できる書類
【目次⑨】配置予定技術者の資格を証明する書類
【目次⑩】配置予定技術者の３ヶ月以上の恒常的な雇用関係を証明する書類
【目次⑪】配置予定の技術者の経験が確認できる書類
PDFで提出してください
「委任状」は原本を郵送又は信書便で提出してください。
※「特定建設工事共同企業体協定書」は写しを提出。

（電子版）資格審査書類の提出イメージ


○　郵送、信書便又は持参で提出する場合
	・添付資料は、２部作成し、添付資料目次の項目と同じ番号を記入したインデックスを付けて、添付資料目次から項目番号順にフラットファイル（ドッヂファイル可）に綴って下さい。
・また、フラットファイルの表紙及び背に工事名及び企業名（ＪＶ名）を記入して下さい。


（紙版）資格審査書類の提出イメージ







　　　　（フラットファイルの中身）
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添付資料目次

　　…　　　　　　　
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………
…………………
………………








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 …








  ※各２部作成すること（正本１部・副本（コピー）１部）。
　　正本について印刷は白黒でもかまいません。（押印は朱肉等で押印してください。）
  　副本は押印のページも含め白黒コピーでかまいません。
　【押印が必要な資料】
　・特定建設工事共同企業体協定書


添　付　資　料　目　次

工　 事 　名：　　  　○○○○工事   　    　  　       　  　 
共同企業体名：　　　　　　　○○・□□　特定建設工事共同企業体 
商号又は名称：　 （株）○○○○建設 埼玉支店     　　　   　 　
（代表構成員）ここの商号はその他構成員は不要です


	idx
	提出書類
	左欄資料に代わるもの

	１
	一般競争入札参加資格等確認申請書
（様式第５号）
	
	

	２
	一般競争入札参加資格等確認資料
（様式第７号）
	
	

	３
	特定建設工事共同企業体協定書の写し及び委任状
（様式第１、２号）
	【両面印刷可】
	

	４
	商業登記簿謄本の写し
	発行後３ヶ月以内のもの
	

	５
	建設業許可申請書表紙の写し
	自治体収受印があるもの
	

	
	添付書類の専任技術者証明書の写し
（配置予定技術者の非専任証明）
	申請時一覧＋現在までに変更更新したもの全て
	

	６
	建設業許可の通知書の写し
	申請日現在有効なもの
	（更新申請中の場合）
更新前の通知書＋更新申請したことがわかる書類

	７
	経営事項審査に係る総合評定値通知書の写し
	開札日の１年７月前の日以降の通知書
	申請日現在有効な結果通知書＋現在の申請書

	
	競争入札参加資格審査結果通知書の写し（埼玉県）
	
	

	８
	公告文１１「施工実績」が確認できる書類
	竣工カルテ受領書の写し
（コリンズ等）
	施工証明書

	
	
	条件の語句・数値が確認できる仕様書・図面等
	

	９
	公告文１１「配置予定の技術者」の「資格」を証明する書類
	合格証明書等の写し
監理技術者資格証（表裏）
講習修了証（表）各写し
	実務経験証明書

	10
	配置予定技術者の３ヶ月以上の恒常的な雇用関係を証明する書類
	監理技術者資格者証の写し【上欄で提出している場合は添付不要】
	雇用保険被保険者証の写し、若しくは住民税特別徴収税額通知書の写し等

	11
	公告文１１「配置予定の技術者」の「経験」が確認できる書類
	竣工カルテ受領書の写し
（コリンズ等）
	従事証明書

	
	
	条件の語句・数値が確認できる仕様書・図面等
	

	12
	「社会保険等の加入に係る書類」
誓約書（第11号若しくは第12号）
	全て加入している（第11号）
一部適用除外　　（第12号）
	

	13
	「同族企業の参加を確認する書類」
資本関係又は人的関係確認書
	

	

	14
	「資本・人事の関連を確認する書類」
設計業務等受託者との関係申出書
	

	

	15
	「入札参加停止措置に関する書類」
入札参加停止措置に関する誓約書
	
	


※上記の書類は、すべての構成員について作成すること。
※上記9：公告文に複数の技術者を条件としている場合、技術者人数分の証明も添付すること。
※上記11，14：公告文に条件として求めていない場合、書類の提出は不要。
※上記12：経営事項審査時以降に保険の加入状況が変わっている場合は、別紙「健康保険、
　厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を提出すること。


様式第５号（特定建設工事共同企業体）

一般競争入札参加資格等確認申請書

[bookmark: _Hlk181014111]                                                         令和　○○年　○○月　○○日
提出日を記載してください

　(宛先)あて先は公告文の1ページに記載の名称を記載

  埼玉県知事
埼玉県知事
埼玉県公営企業管理者
埼玉県下水道事業管理者


                      特定建設工事共同企業体の名称    ○○・□□特定建設工事共同企業体                       

                        代表構成員  住        所　埼玉県○○市○○0-0-0
                                    商号又は名称　（株）○○○○建設 埼玉支店
                                    代表者  代表取締役　埼玉 太郎 

                        構  成  員  住        所　埼玉県□□市□□1-1-1
                                    商号又は名称　□□□□工業（株）
                                    代表者　代表取締役　入札 次郎



                               

  下記工事の共同請負のため、特定建設工事共同企業体を結成したので、入札公告に示された一般競争入札参加資格等確認資料及び特定建設工事共同企業体協定書を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、各構成員とも地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること並びに当該申請書及び電子証明書の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

記

１  公告年月日  令和　○○年　○○月　○○日
２  工事名　○○○○工事
３  工事場所　○○市○○地内
４  連　絡　先　
（１）商号又は名称　　（株）○○○○建設 埼玉支店
（２）担当者所属・氏名　営業部　埼玉 彩子
（３）電話番号　00-0000-0000
[bookmark: _Hlk181008883][bookmark: _Hlk181013930]（４）e-mail　○○＠○○.jp
※紙入札の場合、以下は不要

５　入札書提出時点の事業所等情報
[bookmark: _Hlk181013953]（１）埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者氏名　埼玉 太郎
[bookmark: _Hlk181013961]（２）法人代表者氏名　○○ ○○
（３）会社名　（株）○○○○建設 
６　入札書提出時点の以下の事業所等情報と入札書提出時に使用する（した）電子証明書の記載事項との整合（該当する方に○を付けてください。）
（１）会社本店住所　（相違がある／相違がない／登記していない）
（２）電子証明書名義人の住民票記載住所　（相違がある／相違がない／電子証明書に記載がない）



　代表者等の変更（改姓、改名含む）により、電子証明書に記載された名義人氏名等＊1と異なることとなる場合、変更日＊2以降は、前名義人氏名等の電子証明書は、絶対に使用しないでください。電子証明書が使用できない場合は、公告文及び添付資料を御覧いただき、必要な手続をしてください。
＊１「名義人氏名等」とは、電子証明書に記載されている以下の事項
○名義人氏名
　【工事等】埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者（又は法人代表者）
　【物品等】物品等競争入札参加資格申請時の契約者（又は法人代表者）
○名義人所属の会社本店住所（登記している場合）
○名義人所属の会社名（登記している場合）
○名義人住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合）
＊２「変更日」とは、
○名義人・会社名・本店住所の変更は、取締役会等で指定された日
○名義人の改姓や改名・住民票記載住所の変更は、市区町村役場への届出日
※前名義人氏名等の電子証明書（旧電子証明書）を使用した入札は無効になります。旧電子証明書を使用して入札を行った者は、入札参加停止等の措置を受けることがあります。



　









－－－－－－－－－－－－－－－－－－－以下、発注者確認欄－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
□：開札後、電子入札システム上で表示される電子証明書の記載事項と上記５（１）又は（２）及び（３）に相違がないことを確認
□：上記６の全てが「相違がある」に該当しないことを確認
　　※相違がある場合は、入札手続を進める前にヘルプデスクへ確認すること。
　　※標準型でくじになる場合、電子証明書の不正使用があった者は、くじの対象としないこと。




様式第７号（特定建設工事共同企業体）
一般競争入札参加資格等確認資料

                            共同企業体名　　　     ○○・□□特定建設工事共同企業体

１　対象工事に対応する業種に係る業者区分（格付け）
	支店等の場合は支店名も記載

	商号又は名称
	格付け
	資格審査数値

	代表構成員
	（株）○○○○建設 埼玉支店
	＠
	1234

	その他構成員
	□□□□工業（株）
	Ａ
	888



２　対象工事に対応する業種に係る総合評定値
	
	審査基準日
	総合評定値

	代表構成員
	令和00年00月00日
	1111

	その他構成員
	令和00年00月00日
	876



３　建設業法に基づく許可を受けた主たる営業所の所在地
	
	商号又は名称
	主たる営業所の所在地

	代表構成員
	（株）○○○○建設 埼玉支店
	埼玉県○○市○○0-0-0

	その他構成員
	□□□□工業（株）
	埼玉県□□市□□1-1-1



４　入札公告に記載された施工実績（代表構成員）

	
工
事
名
称
等
	工事名称
	□□□□工事

	
	発注機関名
	埼玉県□□事務所

	
	施工場所
	□□市□□地内

	
	契約金額
	1,000,000,000円

	
	工期
	平成00年　00月　～　平成00年　00月

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率　　　％）

	工事概要等
	○○工　一式
□□工　100㎡




　　入札公告に記載された施工実績（その他構成員）3者JVはその他構成員の欄をコピーして増やしてください。

	
工
事
名
称
等
	工事名称
	△△△△工事

	
	発注機関名
	埼玉県△△事務所

	
	施工場所
	△△市△△地内

	
	契約金額
	500,000,000円

	
	工期
	平成00年　00月　～　平成00年　00月

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率　４０％）

	工事概要等
	○○工　一式
□□工　50㎡




工場製作期間中に別の技術者を配置する場合は（工場製作期間）を記入してください。

５　配置予定の技術者（代表構成員）
	技術者区分
	主任技術者／監理技術者 （工場製作期間）

	従事予定者名
	埼玉 次郎

	所属会社名
	（株）○○○○建設 埼玉支店

	生年月日(年齢)
	昭和00年00月00日

	最終学歴
	○○大学　土木学科　卒業

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	１級○○施工管理技士（昭和00年00月00日）第1234567号
監理技術者資格者証　（昭和00年00月00日）第12345678901号
監理技術者講習修了証（昭和00年00月00日）第1234-1234567890号

	現在受持工事が複数の場合は、「現在の受持工事」の行を増やして記入すること。

の
受持
工事
	工事名
	○○△△工事

	
	施工場所
	○○市△△地内

	
	工期
	令和00年00月00日～令和00年00月00日

	
	従事役職
	監理技術者

	現在
の
受持
工事
	工事名
	○○××工事

	
	施工場所
	○○市××地内

	
	工期
	令和00年00月00日～令和00年00月00日

	
	従事役職
	監理技術者（工場製作期間）

	従事


実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	契約工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事役職
	

	施　工　内　容
	工場製作期間中に別の技術者を配置する場合、現場を監理するものは工場製作期間中の技術者と区別するため（現場施工期間）を記入してください。





	技術者区分
	主任技術者／監理技術者 （現場施工期間）

	従事予定者名
	埼玉 三郎

	所属会社名
	（株）○○○○建設 埼玉支店

	生年月日(年齢)
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　土木学科　卒業

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	１級○○施工管理技士（昭和00年00月00日）第2234567号
監理技術者資格者証　（昭和00年00月00日）第22345678901号
監理技術者講習修了証（昭和00年00月00日）第2234-1234567890号

	現在
の
受持
工事
	工事名
	なし

	
	施工場所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月    日

	
	従事役職
	従事実績が施工実績と同じ場合、（施工実績と同じ）と記載してください。


	従事


実績
	工事名
	□□□□工事 （施工実績と同じ）

	
	発注機関名
	埼玉県□□事務所

	
	施工場所
	□□市□□地内

	
	契約金額
	1,000,000,000円

	
	契約工期
	平成00年00月00日～平成00年00月00日

	
	従事工期
	平成00年00月00日～平成00年00月00日

	
	従事役職
	現場代理人・監理技術者

	施　工　内　容
	○○工　一式従事実績が施工実績と同じ場合、「施工実績」及び「配置予定の技術者の経験」が確認できる書類は、同じものを重複して添付する必要はありません。

□□工　100㎡



　※現在受け持っている工事全てを記入すること。（現在の受持工事欄をコピー挿入し記入すること）
　※記入欄が足りない場合はこのページをコピーして記入すること。

総合評価方式で低入札価格調査を実施した場合は、追加技術者と現場代理人も記入してください。
実施していない場合はこのページは不要です。

　　配置予定の技術者（低入札価格調査用）（価格競争方式の場合は不要）

	技術者区分
	追加技術者

	従事予定者名
	埼玉 四郎

	所属会社名
	（株）○○○○建設 埼玉支店

	生年月日(年齢)
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　土木学科　卒業

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	１級○○施工管理技士（昭和00年00月00日）第3234567号
監理技術者資格者証　（昭和00年00月00日）第32345678901号
監理技術者講習修了証（昭和00年00月00日）第3234-1234567890号

	現在
の
受持
工事
	工事名
	なし

	
	施工場所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月    日

	
	従事役職
	



	技術者区分
	現場代理人

	従事予定者名
	埼玉 四郎

	所属会社名
	（株）○○○○建設 埼玉支店

	生年月日(年齢)
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　土木学科　卒業

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	１級○○施工管理技士（昭和00年00月00日）第4234567号
監理技術者資格者証　（昭和00年00月00日）第42345678901号
監理技術者講習修了証（昭和00年00月00日）第4234-1234567890号

	現在
の
受持
工事
	工事名
	なし

	
	施工場所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月    日

	
	従事役職
	


　※現在の受持工事は、適宜記入欄を増やし現在受け持っている工事全てを記入すること。
　※記入欄が足りない場合はこのページをコピーして記入すること。
　※総合評価方式における低入札価格調査を経て資格審査する場合に使用すること。

　　配置予定の技術者（その他構成員）
	技術者区分記入方法は代表構成員と同様です。

	主任技術者／監理技術者

	従事予定者名
	入札 三郎

	所属会社名
	□□□□工業（株）

	生年月日(年齢)
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　土木学科　卒業

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	２級○○施工管理技士（昭和00年00月00日）第9876543号

	現在
の
受持
工事
	工事名
	なし

	
	施工場所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月    日

	
	従事役職
	

	従事


実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施行場所
	

	
	契約金額
	

	
	契約工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事役職
	

	施　工　内　容
	








	技術者区分
	主任技術者／監理技術者

	従事予定者名
	

	所属会社名
	

	生年月日(年齢)
	

	最終学歴
	

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	

	現在
の
受持
工事
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月    日

	
	従事役職
	

	従事


実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施行場所
	

	
	契約金額
	

	
	契約工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月    日

	
	従事役職
	

	施　工　内　容
	







　※現在の受持工事は、適宜記入欄を増やし現在受け持っている工事全てを記入すること。
　※ 記入欄が足りない場合はこのページをコピーして記入すること。
６　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況

　　◎健康保険、厚生年金保険及び雇用保険
　　
　　（代表構成員）
	 上記保険に事業主として全て加入している
（様式第１１号）
	○

	 上記保険の全部又は一部が除外されている
（様式第１２号）
	


３者JVの場合は適宜項目を増やすとともに、どの構成員かわかるようにしてください。

　　（その他構成員）□□□□工業（株）
	 上記保険に事業主として全て加入している
（様式第１１号）
	○

	 上記保険の全部又は一部が除外されている
（様式第１２号）
	



　　(注１)上記のいずれかに○を記入　
　　(注２)提出書類：別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」参照

７　設計業務等の受託者等との関係

　　◎下記設計業務等の受託者、又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者に
	　該当（  しない  ／  する  ）



　　○設計業務等の受託者（公告に記載されているものを記入）
	 商号又は名称
	△△コンサルタント株式会社

	 所在地
	埼玉県△△市△△5-5-5


　
	 商号又は名称
	

	 所在地
	


公告文に複数者記載の場合は、この欄をコピーして全ての受託者を記載すること。




埼玉県○○は
発注者が知事　　→埼玉県
公営企業管理者　→埼玉県企業局
下水道事業管理者→埼玉県下水道局
と記載する。

様式第１号
特定建設工事共同企業体協定書

  （目的）
第１条  当特定建設工事共同企業体は、　埼玉県○○　発注に係る       ○○○○      工事を共同連帯して施工することを目的とする。
  （名称）
第２条  当特定建設工事共同企業体は、     　    ○○・□□            特定建設工事共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。
  （事務所の所在地）
第３条  当企業体は、事務所を            埼玉県○○市○○0-0-0            に置く。
  （成立の時期及び解散の時期）
第４条  当企業体は、令和 00年 00月 00日に成立し、第１条に規定する工事の請負契約の履行後１２か月を経過するまでの間は解散することができない。参加申請前に成立させること。

２  前項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
３  当企業体は、第１条に規定する工事を請け負うことができなかったときは、前２項の規定にかかわらず、当該工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
  （構成員の所在地及び名称）
第５条  当企業体の構成員は、次のとおりとする。

      所在地　埼玉県○○市○○0-0-0
      商号又は名称  （株）○○○○建設 埼玉支店                     

      所在地　埼玉県□□市□□1-1-13者JVは構成員の欄をコピーして増やすこと。

      商号又は名称  □□□□工業（株） 　                           

  （代表者の名称）
第６条  当企業体は、  （株）○○○○建設 埼玉支店       を代表者とする。
  （代表者の権限）
第７条  当企業体の代表者は、第１条に規定する工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
  （構成員の出資割合等）
第８条  各構成員の出資の割合は次のとおりとする。ただし、当該工事について、発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。

  商号又は名称  （株）○○○○建設 埼玉支店                                 ７０      ％

  商号又は名称  □□□□工業（株） 　　                                     ３０      ％
3者JVは構成員の欄をコピーして増やすこと。
既定の率より下回らないこと。

２  金銭以外のものによる出資については、時価を参酌の上構成員が協議して評価するものとする。
  （運営委員会）
第９条  当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、第１条に規定する工事の完成に当たるものとする。
  （構成員の責任）
第10条  各構成員は、第１条に規定する工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
  （取引金融機関）
第11条  当企業体の取引金融機関は、  ○○銀行　○○支店  とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
  （決算）
第12条  当企業体は、第１条に規定する工事の完成後当該工事について決算するものとする。
  （利益金の配当の割合）
第13条  決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
  （欠損金の負担の割合）
第14条  決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
  （権利義務の譲渡の制限）
第15条  本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
  （工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第16条  構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が第１条に規定する工事を完成する日までは脱退することができない。
２  構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して当該工事を完成する。
３  第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４  脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５  決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
  （構成員の除名）
第16条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第17条  構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（代表者の変更）
第17条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
  （解散後の契約不適合責任）
第18条  当企業体が解散した後においても、第１条に規定する工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
  （協定書に定めのない事項）
第19条  この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。


  （株）○○○○建設 埼玉支店 外 １ 社は、上記のとおり   ○○・□□    特定建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書 ２ 通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。なお、電子的方法によるものにあっては記名押印に代わる措置を講じることでもよいものとする。3者JVの場合は「外２社」「協定書３通」となる。


         令和00年  00月  00日
参加申請前に成立させること。


	代　表
構成員
	所在地
	埼玉県○○市○○0-0-0

	
	商号又は名称
	（株）○○○○建設 埼玉支店

	
	代表者氏名
	代表取締役　埼玉 太郎　　　　　　　　　　 　　　　印




	構成員
	所在地
	埼玉県□□市□□1-1-1

	
	商号又は名称
	□□□□工業（株）

	
	代表者氏名
	代表取締役　入札 次郎　　　　 　　　　　　　　　　印


3者JVは構成員の欄をコピーして増やすこと。




様式第４号
委　任　状参加申請前に委任すること。

埼玉県知事
埼玉県公営企業管理者
埼玉県下水道事業管理者

令和00年 00月 00日


（あて先）３者JVの場合は構成員ごとに委任状を作成してください。

埼玉県○○


共同企業体の名称　　　○○・□□　　 　　　　　特定建設工事共同企業体

代表構成員と構成員の記載する欄に注意。

	委任者
（構成員）
	所在地
	埼玉県□□市□□1-1-1

	
	商号又は名称
	□□□□工業（株）

	
	代表者氏名
	代表取締役　入札 次郎　　　　　　

	
	連　 絡 　先
	□□□－□□□－□□□□




私は、次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。


	受任者
（代表構成員）
	所在地
	埼玉県○○市○○0-0-0

	
	商号又は名称
	（株）○○○○建設

	
	代表者氏名
	代表取締役　埼玉 太郎




記


（委任事項）

　○○○○　　　　 　　　　　　　　　 工事に係る

１　入札及び見積りに関すること。
２　契約の締結に関すること。＜確認済＞県担当者記入
　確認日：
　相手方：
　確認者：

３　契約の履行に関すること。
４　代金の請求及び受領に関すること。
５　復代理人の専任に関すること。
６　前各号に付帯する一切のこと。記入不要







資本関係又は人的関係確認書
	工 事 名
	○○○○工事
	左欄は入札参加者が必ず記入する。代表構成員
構成員
それぞれ作成すること。


	判断期間
	入札公告日
	令和00年 00月 00日
	

	
	入札書の提出期間の末日
	令和00年 00月 00日公告の入札書締切日を記載
（基本的には開札の前日（営業日））

	

	該当名簿
	埼玉県建設工事等競争入札参加資格者名簿
	名簿の種類
	県内・県外業者
	許可業種
	格付
	左欄は発注者記入する。

	
	
	
	県内
	県外
	
	
	

	
	
	建設工事
	
	
	該当名簿欄は発注者が記入するため記載不要です

	
	


 
	入札参加者
又は
落札候補者
	所 在 地
	埼玉県○○市○○0-0-0
	左欄は入札参加者が必ず記入する。

	
	ふりがな
名称･商号
	かぶ） まるまるまるまるけんせつ
	

	
	
	（株）○○○○建設
	

	
	代表者名
	代表取締役　埼玉 太郎
	



　当社は上記の判断期間に有効な上記の該当名簿(県内業者･県外業者、許可業種及び格付を含む)に登載された者のなかに、｢資本関係又は人的関係がある者同士の同一入札への参加を制限する運用基準｣で同族企業同士と扱いを受ける者の有無は下記のとおり相違ありません。「あり」「なし」いずれかに○をしてください。


１　上記名簿の登載者のうち当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社の有無　あり　なし
　　※「あり」に○を付けた者は下記の２、３又は４にその内容を記載すること。

２　資本関係で当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社（当社以外）
	当社との関係
	名称･商号
	所 在 地
	代表者名

	子会社
	（株）××建設
	埼玉県○市○○8-8
	埼玉　八郎

	
	
	公告に記載の許可業種にかかる同族企業を全て記載いただいてもかまいませんが、県内企業しか参加できない場合は、県内業者のみ記載いただいてもかまいません。

	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　人的関係で当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社（当社以外）
	当社の役員
	兼任している会社名、役職

	役職
	氏　名
	名称･商号
	所 在 地
	役職

	取締役
	埼玉　七郎
	（株）○×建設
	埼玉県○市○○7-7
	専務取締役

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



４　組合とその構成員の関係で当社又は当組合と「同族企業同士」と扱いを受ける会社または組合　(当社以外)
	当社または組合
との関係
	名称・商号
	所 在 地
	代表者名

	
	
	
	

	組合
	〇×協同組合
	□□市□□1-2-3
	□□　□□

	構成員
	□□□㈱
	××市××1-2-3
	××　××




注意事項
１　上記２、３又は４の記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加する。
２　この確認書の記入事項に虚偽があった場合には、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づき入札
　参加停止等の措置を行う場合がある。
３　入札参加者が共同企業体の場合、この確認書は共同企業体の各構成員がそれぞれ提出すること。
４　該当名簿の切り替え時に上記の判断期間に新旧の名簿が存在する場合には新名簿を適用する。ただしこの確認
　書を提出する時点で新名簿が公表されていない場合、この確認書に記載する同族企業扱いを受ける者は見込みで
　記載すること。
　　その後、契約日までに新名簿が公表された場合で見込みで提出した確認書の内容と違う場合は、直ちに発注課
　所に訂正した確認書を提出すること。なお、訂正された確認書で同族企業同士が当該入札に参加していた場合、
　落札者決定後でも契約を締結しない。

代表構成員
構成員
それぞれ作成すること。


設計業務等受託者との関係申出書

　(あて先)
　埼玉県○○
埼玉県知事
埼玉県公営企業管理者
埼玉県下水道事業管理者


                                　　　 所在地　埼玉県○○市○○0-0-0
                               　　　　商号又は名称　（株）○○○○建設
                             　　　　　代表者  代表取締役　埼玉 太郎  　


　当社は、下記工事の設計業務等受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者でないことを申し出ます。
　なお、この申出書に記載した内容に虚偽等があった場合には、発注者から契約解除等の措置を受けても当社はそのことに関し異議、苦情又は不服等を申し出ません。
また、上記の措置に伴う損害があった場合でも当該損害を発注者に請求しません。

記

１  公告日　令和00年 00月 00日
      　 
２  工事名　○○○○工事
　　　　
３  工事場所　○○市○○地内
　　　　
４　当該工事に係る設計業務等の受託者（公告に記載されている者）公告文に複数者記載の場合は、（１）（２）の行をコピーして全ての受託者を記載すること。

　（１）商号又は名称　△△コンサルタント株式会社
　（２）所在地　埼玉県△△市△△5-5-5
　
	「資本の関連がある」とは
　　入札に参加する建設業者が、当該建設工事の設計業務等受託者と次の(ア)又は(イ)のいずれかに該当する場合。
(ア） 子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。（イ）において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。（イ）において同じ。）の関係にある場合
(イ)　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

	「人事面の関連がある」とは
　　入札に参加する建設業者が、当該建設工事の設計業務等受託者と次の(ア)、(イ)、(ウ)のいずれかに該当する場合。ただし、(ア)については、会社等（会社法施行規則第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。
(ア）　一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げ
　　る者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合
　　　１　株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
　　　　イ　会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
　　　　ロ　会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
　　　　ハ　会社法第２条第15号に規定する社外取締役
　　　　ニ　会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされ
　　　　　ている取締役
　　　２　会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

　　　３　会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員（同法
　　　　第590条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を
　　　　除く。）
　　　４　組合の理事
　　　５　その他業務を執行する者であって、１から４までに掲げる者に準ずる者
(イ)　一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第
　　１項の規定により選任された管財人（以下単に管財人という。）を現に兼ねている場合
(ウ)　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

	「その他の入札の適正さが阻害されると認められる」とは
　　入札に参加する建設業者が、当該建設工事の設計業務等受託者と次の(ア)又は(イ)のいずれかに該当する場合。
(ア） 組合とその構成員が同一の入札に参加している場合
(イ） 上記ア又はイと同等な資本関係又は人的関係がある者と発注者が判断した場合


 (注意1)この申出書への記入内容に虚偽があった場合、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づき入札参加停止等の措置を行う場合がある。


代表構成員
構成員
それぞれ作成すること。





入札参加停止措置に関する誓約書（公告に記載の名を記入）
埼玉県知事
埼玉県公営企業管理
埼玉県下水道事業管理者


提出日を記載してください

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　令和00年00月00日

　　埼玉県○○
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（申出者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　埼玉県○○市○○0-0-0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　（株）○○○○建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　代表取締役　埼玉 太郎　


　　当社は、国、都道府県及び埼玉県内市町村から、下記入札の公告日から本誓約書提出
　日までの期間に、工事成績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けている
　期間はありません。
　　なお、この誓約書提出日から契約締結までの期間に、国、都道府県及び埼玉県内市町
　村から新たに工事成績不良の事由による入札参加停止の措置を受け、入札参加停止の措
　置を２回以上受けている期間が生じた場合には、直ちに申し出ます。


記

　　１．公告日　　令和○○年○○月○○日
　　２．工事名　　○○○○工事
　　３．工事場所　　○○市○○地内






　（注意１）　この誓約書に虚偽があった場合、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に
　　　　　　基づき入札参加停止等の措置を行う場合がある。
　（注意２）　入札参加者が共同企業体の場合、この誓約書は共同企業体の各構成員がそれぞれ提
　　　　　　出すること。
　（注意３）　工事成績不良の事由を含む警告の累積による入札参加停止措置も該当する。


該当しない方を取り消し線で消す
両方該当する場合は消さずに「施工」「従事」両方を兼ねてもかまいません。
（公告に記載の名を記入）
埼玉県知事
埼玉県公営企業管理者
埼玉県下水道事業管理者

（ 施 工 ・ 従 事 ） 証 明 書

令和00年00月00日

　埼玉県○○
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　埼玉県○○市○○0-0-0
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　商号・名称　（株）○○○○建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　代表取締役　埼玉 太郎 　
	
　埼玉県発注の一般競争入札（　工事名：　　○○○○　工事　　）に参加するため、
下記工事について（施工し完成・施工に従事）したことの証明をお願い申し上げます。

記
	工事名
	△△△△工事

	工事場所
	埼玉県○○市○○

	請負金額
	○，○○○，○○○，○○○円（消費税含む）

	受注形態
	共同企業体（出資比率○○％）

	共同企業体名称
	○○・△△建設工事共同企業体　【※単体の場合は無記入】

	請負者
（ＪＶの場合代表構成員）
	住所
	埼玉県○○市○○0-0-0

	
	商号・名称
	(株)○○○○建設　　代表取締役　埼玉 太郎

	構成員
（ＪＶの場合）
	住所
	埼玉県□□市□□1-1-1

	
	商号・名称
	□□□□工業(株)　　代表取締役　入札 次郎

	
	住所
	

	
	商号・名称
	

	
工事概要

	・・・・・
【※公告に条件の指定がある場合、確認できる内容を記入してください。】


	工　 期
	平成○○年　○月○○日　～　平成○○年　○月○○日

	
現場代理人
監理技術者
（又は主任技術者）

	現場代理人　○○○○
　従事期間　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
監理技術者　○○○○
　従事期間　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	備　　考
	



　上記工事を、（施工し完成・施工に従事）したことを証明します。

　　令和◎×年◎×月◎×日
発注者の名称等を記入します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　◎×県◎×市◎×
　　　　　　　　　　　　発　注　者　商号・名称　◎×
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　◎◎　××　　　　　　　　　発注に関し埼玉県からの問合せに御対応いただける、発注者の担当者名と、その連絡先を御記入ください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者・連絡先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△△　□□・000-000-000


＜確認済＞県担当者記入
　確認日：
　相手方：
　確認者：
記入不要



実　務　経　験　証　明　書

　下記の者は（電気）工事に関し、下記のとおり実務経験を有することに相違ないことを
証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      令和00年00月00日
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　埼玉県○○市○○0-0-0
　　　　　　　　　　　　証明者　　商号又は名称　　　（株）○○○○建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者  名　　　代表取締役　埼玉 太郎　 
	氏 　名
	○○　○○

	生年月日
（西　暦）
	○○○○年　○月　○日（○○歳）

	学　　歴
学校・学部・学科
	○◇高等学校　電気工学科
	卒業年月
（西　暦）
	2005年　3月卒

	使用者の商号
又は名称
	(株) ○○○○建設
	入社年月日
（西　暦）
	2005年 4月 1日

	工　　事　　名
	受注額
（千円）
	実務経験年数
	職 名

	工　事　概　要
	
	実務経験期間(西暦)
	月数
	

	(株)○○工場新築工事
　の下請（電気設備一式）
	20,000
	2006年4月
～2007年10月
	７月
	担当技術者

	　構内電気設備、照明設備一式
	
	
	
	

	□□病院Ａ棟改築電気設備工事

	300,000
	2007年12月
～2009年９月
	２２月
	担当技術者

	　構内電気設備一式
	
	
	
	

	○△浄水場監視制御設備工事
　の下請（空調の電気工事一式）
	9,000
	2009年10月
～2010年6月
	９月
	担当技術者

	　管理室空調設備の電気設備一式
	
	
	
	

	○×環境センター機械設備工事
　の下請（電気設備一式）
	9,000
	2010年9月
～2011年3月
	７月
	担当技術者

	　ポンプ新設に係る電気設備一式
	
	
	
	

	○△浄水場発電設備工事

	900,000
	2011年9月
～2013年3月
	１９月
	現場代理人

	　太陽光発電設備設置一式
	
	
	
	

	県道△△線道路照明灯ＬＥＤ化工事

	12,000
	2013年5月
～2014年3月
	１１月
	主任技術者

	　照明器具交換一式、照明灯新設２基ほか
	
	
	
	

	

	
	年　月
～年月
	月
	

	
	
	
	
	

	合計
	６年３月
	


※注意事項　１　この証明書は、証明者ごとに作成してください。
　　　　　　２　証明者は、原則使用者の代表者とします。
　　　　　　３　実務経験年数には、工事に携わらない勤務の期間等は含まれません。
　　　　　　４　記入欄が足らない場合は欄を追加し、別添としないようにしてください。
　　　　　　５　この証明書の記入事項に虚偽があった場合には、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置
　　　　　　　　要綱に基づき入札参加停止等の措置を行う場合があります。
※添付書類（建設業法第七条第二号イに該当する者（学校卒業＋実務経験）を置く場合）　卒業証明書の写し
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